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調 査 結 果 の 概 要 

 
■ 雇用問題 ■ 

① 雇用の過不足状況 （全体） ～ 「人材不足」は６割に減少！ ～ 

・リーマン・ショック以降増加していた「人材不足」は、前回調査（2019.春調査）より 9.7 ポイント減少

したが、依然６割を超えている（60.6%）。 

・業種別にみると、製造業の「人材不足」が前回調査より 14.9 ポイント減少して 56.5%となり、一方、「適

正」は 7.9 ポイント増加して 17.4%となった。 

② 雇用の過不足状況 （職種別） ～ 技術職の「人材不足」、製造・非製造ともに７割！ ～ 

・職種別にみると、「人材不足」感は依然として現業職および技術職において顕著であり、ともに６割を超

えている。（現業職 62.6%、技術職 70.9%）。これを業種別にみると、製造業における技術職で約７割、

非製造業技術職においても７割を超えている（技術職「人材不足」：製造業 69.6%、非製造業 71.4%）。 

③ ２０２０年の新卒者採用状況 ～ 大卒で「増やす」と答えた企業は増加！ ～ 

・対前年比増減については、大卒において「増やす」と答えた企業が前年調査（2018.秋調査）より 3.8 

ポイント増加して 27.7%となった。 

④ ２０２１年の新卒者採用状況の方向性 ～ ほとんどの企業は「未定」！ ～ 

・現時点では、各学歴において「未定」とする企業がほとんどである。しかし、大卒において「同数以上」

（「増やす」もしくは「変わらない」）と答えた企業が 53.7%と半数を超えている。 

 

■ 賃金 ■ 

① 正規社員の賃金の引き上げ状況 ～ 引き上げた企業 ９６.８％！ ～ 

・正規社員の賃金の引き上げ状況（定期昇給分を含む）について、「引き上げた」と回答した企業は 96.8%

であり、その内訳は「定期昇給」（79.3%）、「ベースアップ」（37.0%）、「諸手当の改定」（22.8%）の順で

あった。 

・賃金を引き上げた理由については、「従業員の定着・人材確保」（84.8%）が最も多く、前年調査より 7.2

ポイント増加している。（2018.秋調査 77.6% → 2019.秋調査 84.8%） 

② 非正規社員の賃金の引き上げ状況 ～ 引き上げた企業 ６４.２％に増加！ ～ 

・非正規社員の賃金の引き上げ状況については、「引き上げた」と回答した企業が前年調査を 5.8 ポイント

上回り 64.2%となっている（「引き上げた」：2018.秋調査 58.4% → 2019.秋調査 64.2%）。 

・賃金を引き上げた理由については、「非正規社員の定着・人材確保」が最も多かった（60.7%）。 

③ 今後望ましい賃金決定のあり方 ～ 定昇＋ベア方式を行う企業が微減！ ９．８％！ ～ 

・「定昇を中心とし、必要があればベアを行う」とする企業が前年調査に比べて 9.0 ポイント増加して 39.1%

と最も多く、「定昇＋ベア方式」とする企業は 2.6 ポイント減少した（2018.秋調査 12.4% → 2019.秋調

査 9.8%）。 

 

■ 働き方改革関連法（時間外労働の上限規制等）への対応状況について ■ 

➀ 時間外労働の上限規制について ～ 対応済の中小企業等は５０．８％！ ～ 

  ・中小企業（2020 年 4 月から施行）および建設事業等（2024 年 4 月から施行）の対応状況について、 

「対応済（すでに改正法の内容を満たしている）」の企業は 50.8%であった。 

   

②  勤務間インターバルについて ～ 導入している企業は５．３％！  ～ 

・「導入していない」企業（94.7%）のうち、「検討している」（12.4%）企業および「今後検討する」（24.7%） 

企業をあわせると 37.1%であった。 

 

③  時間外労働割増率適用猶予措置廃止（中小企業）について ～ 対応済は２５．４％！ ～ 

  ・中小企業の施行は 2023 年 4 月であるが、「対応済（すでに割増率は 50%以上である）」と答えた企業 

      は 25.4.%であった。 
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２０１９年第２回 雇用問題・賃金等アンケート 集計結果 

福岡県経営者協会 

 

 

   目  的 ： 今後の雇用・賃金対策及び企業経営の参考とするため 

   対  象 ： 福岡県経営者協会会員企業 

   回答状況 ： 調査対象企業４０８社のうち、回答社数９５社（回収率 23.3%）。 

このうち、産業別では、製造業２３社（24.2%）、非製造業７２社（75.8%）。 

規模別では、３００人未満の企業５４社（56.8%）、３００人以上の企業４１社（43.2%） 

   調査期間 ： ２０１９年１０月１０日～１１月１９日 

 

 

■ 回答企業の属性 (業種および規模)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

食品

2.1%

紙・パルプ

1.1%

新聞・出版

1.1%
化学・ゴム

5.3%

窯業・土石

1.1%

鉄鋼

3.2%
機械・金属

5.3%

電機

5.3%

建設

10.5%

電力・ガス

2.1%
卸・小売

21.1%

運輸・倉庫

12.6%タクシー

1.1%

情報・広告

2.1%

医療

1.1%

教育

2.1%

団体

1.1%
その他非製造

22.1%

回答企業の属性（業種別）

製造業

24.2%

非製造業

75.8%

回答企業の属性（製造業、非製造業）

300人未

満の企業

56.8%

300人以

上の企業

43.2%

回答企業の属性（規模別）
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■ 雇用問題 ■ 

１．雇用の過不足状況 

(１) 雇用の過不足状況 （全体） 

雇用の過不足状況については、「人材不足」と回答した企業が前回調査（2019 春調査 70.3%）を

9.7 ポイント下回ってはいるが、60.6%と最も多かった。次いで「適正」（23.4%）、「雇用過剰と人材

不足の両面がある」（14.9%）の順となっており、「雇用過剰」と回答した企業は僅かに 1.1%であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《 参 考 》 過去の調査との対比 

雇用過剰

1.1%

適正

23.4%

人材不足

60.6%

雇用過剰と人

材不足の両面

14.9%

1－1．雇用の過不足状況

1.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

2.6%

2.3%

0.8%

3.0%

2.9%

4.4%

5.4%

7.2%

7.0%

9.6%

6.1%

6.5%

12.4%

14.7%

1.6%

2.4%

0.9%

2.0%

雇用過剰, 1.2%

23.4%

16.5%

16.8%

19.6%

21.0%

29.8%

23.5%

29.2%

24.8%

30.4%

27.7%

32.2%

34.6%

38.4%

38.5%

42.6%

33.6%

44.5%

42.1%

40.4%

42.3%

39.5%

43.6%

31.0%

29.9%

30.0%

28.4%

適正, 26.5%

60.6%

70.3%

67.3%

71.1%

61.9%

56.4%

52.2%

46.0%

51.2%

40.0%

42.3%

35.5%

32.3%

20.3%

22.2%

20.9%

24.0%

17.2%

12.3%

14.9%

12.2%

14.0%

9.0%

33.3%

33.9%

40.0%

38.3%

人材不足, 32.5%

14.9%

11.0%

14.2%

9.3%

16.2%

12.8%

23.5%

22.1%

20.7%

24.3%

26.2%

28.9%

28.6%

34.1%

32.6%

26.4%

33.6%

28.1%

34.2%

37.7%

37.4%

31.8%

28.2%

32.5%

29.9%

26.4%

28.4%

雇用過剰と人材不足の

両面, 37.4%

0.0%

2.2%

1.8%

0.0%

1.0%

1.1%

0.9%

2.7%

3.3%

2.6%

1.5%

2.5%

1.5%

4.3%

2.2%

4.7%

1.6%

3.1%

1.8%

0.9%

1.6%

2.3%

4.5%

1.6%

3.9%

2.7%

2.9%

その他, 2.4%

2019秋調査

2019春調査

2018秋調査

2018春調査

2017秋調査

2017春調査

2016秋調査

2016春調査

2015秋調査

2015春調査

2014秋調査

2014春調査

2013秋調査

2013春調査

2012秋調査

2012春調査

2011秋調査

2011春調査

2010秋調査

2010春調査

2009秋調査

2009春調査

2009緊急調査

2008秋調査

2008春調査

2007秋調査

2007春調査

2006秋調査

1－2．雇用の過不足状況 （過去の調査対比）
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《 参 考 》 雇用の過不足状況（業種別） 

業種別にみた雇用の過不足状況については、製造業および非製造業ともに「人材不足」と回答した

企業が前回調査（2019.春調査）を下回っており、特に製造業では 14.9 ポイント減少している（「人材

不足」：[製造業]2019 春調査 71.4% → 2019 秋調査 56.5%、「適正」は 7.9 ポイント増加）。 

     

      【 製造業 】 

 

【 非製造業 】 

 

雇用過

剰

0.0%

適正

17.4%

人材不足

56.5%

雇用過剰と人

材不足の両面

26.1%

1－3．雇用の過不足状況

（製造業）

雇用過剰

1.4%

適正

25.4%

人材不足

62.0%

雇用過剰と人

材不足の両面

11.3%

1－5．雇用の過不足状況

（非製造業）

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

8.6%

2.6%

2.9%

7.9%

7.7%

12.8%

14.7%

13.2%

10.8%

10.8%

雇用過剰, 5.6%

17.4%

9.5%

4.0%

14.3%

32.1%

37.0%

38.7%

22.6%

28.1%

20.0%

36.8%

31.4%

39.5%

35.9%

43.6%

41.2%

42.1%

43.2%

40.5%

適正, 33.3%

56.5%

71.4%

64.0%

66.7%

46.4%

37.0%

25.8%

35.5%

34.4%

34.3%

26.3%

22.9%

23.7%

12.8%

5.1%

17.6%

13.2%

16.2%

10.8%

人材不足, 8.3%

26.1%

19.0%

28.0%

19.0%

21.4%

22.2%

35.5%

38.7%

34.4%

34.3%

34.2%

40.0%

28.9%

35.9%

38.5%

26.5%

28.9%

27.0%

35.1%

雇用過剰と人材

不足の両面, 

52.8%

0.0%

0.0%

4.0%

0.0%

0.0%

3.7%

0.0%

3.2%

3.1%

2.9%

0.0%

2.9%

0.0%

7.7%

0.0%

0.0%

2.6%

2.7%

2.7%

その他, 0.0%

2019秋調査

2019春調査

2018秋調査

2018春調査

2017秋調査

2017春調査

2016秋調査

2016春調査

2015秋調査

2015春調査

2014秋調査

2014春調査

2013秋調査

2013春調査

2012秋調査

2012春調査

2011秋調査

2011春調査

2010秋調査

2010春調査

1－4．雇用の過不足状況 （製造業）

1.4%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

2.2%

0.0%

1.1%

1.0%

1.0%

2.1%

4.6%

5.5%

9.1%

雇用過剰, 6.4%

25.4%

18.6%

20.5%

21.1%

16.9%

26.9%

17.9%

31.7%

23.6%

35.0%

23.9%

32.6%

32.6%

39.4%

36.5%

43.2%

29.9%

45.1%

42.9%

適正, 43.6%

62.0%

70.0%

68.2%

72.4%

67.5%

64.2%

61.9%

50.0%

57.3%

42.5%

48.9%

40.7%

35.8%

23.2%

29.2%

22.1%

28.7%

17.6%

13.0%

人材不足, 17.9%

11.3%

8.6%

10.2%

6.6%

14.3%

9.0%

19.0%

15.9%

15.7%

20.0%

22.8%

24.4%

28.4%

33.3%

30.2%

26.3%

35.6%

28.6%

33.8%

雇用過剰と人材

不足の両面, 

30.8%

0.0%

2.9%

1.1%

0.0%

1.3%

0.0%

1.2%

2.4%

3.4%

2.5%

2.2%

2.3%

2.1%

3.0%

3.1%

6.3%

1.1%

3.3%

1.3%

その他, 

1.3%

2019秋調査

2019春調査

2018秋調査

2018春調査

2017秋調査

2017春調査

2016秋調査

2016春調査

2015秋調査

2015春調査

2014秋調査

2014春調査

2013秋調査

2013春調査

2012秋調査

2012春調査

2011秋調査

2011春調査

2010秋調査

2010春調査

1－6．雇用の過不足状況（非製造業）
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（２）雇用の過不足状況 （職種別） 

職種別にみた雇用の過不足状況について、「不足」と回答した職種は技術職および現業職であり、前

回調査（2019.春調査）を下回ってはいるもののリーマンショック以降の 2009.秋調査から増加傾向は

続いている（現業職「不足」62.6%、技術職「不足」70.9%）。一方、「適正」と回答した職種では事務

職次いで管理職となっている。（事務職「適正」71.6%、管理職「適正」62.1%）。 

 
《 参 考 》 現業職、技術職における雇用の過不足状況（過去の調査対比） 

1.3%

0.0%

7.4%

12.6%

26.6%

37.4%

71.6%

62.1%

70.9%

62.6%

21.1%

24.2%

1.3%

0.0%

0.0%

1.1%

技術職

現業職

事務職

管理職

1－7．雇用の過不足状況（全体）
過剰 適正 不足 その他

1.3%

0.0%

2.0%

1.2%

1.1%

1.3%

0.0%

0.0%

0.0%

2.9%

2.5%

2.0%

0.9%

0.9%

0.9%

3.5%

5.8%

4.6%

3.1%

4.1%

7.8%

0.0%

1.1%

0.9%

2.2%

0.0%

2.2%

1.8%

2.8%

1.7%

2.7%

5.6%

2.5%

7.1%

9.5%

10.9%

10.7%

10.8%

14.8%

15.5%

13.1%

過剰, 17.1%

26.6%

25.0%

26.5%

27.4%

25.3%

37.5%

38.1%

32.0%

38.4%

45.1%

45.0%

44.2%

50.4%

57.8%

50.9%

56.6%

51.9%

50.5%

56.3%

52.6%

54.4%

37.4%

27.8%

34.3%

32.2%

27.1%

36.3%

35.4%

38.7%

41.4%

45.9%

46.4%

47.5%

53.2%

54.0%

51.6%

56.6%

50.8%

56.6%

60.9%

57.9%

適正, 58.0%

70.9%

72.5%

68.4%

69.0%

73.6%

56.3%

57.7%

62.9%

60.6%

52.0%

51.7%

52.9%

47.0%

40.5%

47.3%

38.1%

40.4%

40.4%

37.5%

40.2%

32.0%

62.6%

68.9%

63.9%

64.4%

72.9%

61.5%

62.8%

55.7%

53.4%

49.5%

47.2%

47.5%

38.9%

34.9%

34.4%

31.1%

35.8%

24.6%

20.9%

24.3%

不足, 22.2%

1.3%

2.5%

3.1%

2.4%

0.0%

5.0%

4.1%

5.2%

1.0%

0.0%

0.8%

1.9%

1.7%

0.9%

0.9%

1.8%

1.9%

4.6%

3.1%

3.1%

5.8%

0.0%

2.2%

0.9%

1.1%

0.0%

0.0%

0.0%

2.8%

3.4%

1.8%

0.8%

2.5%

0.8%

1.6%

3.1%

1.6%

2.5%

4.1%

2.7%

4.7%

その他, 2.6%

2019秋調査

2019春調査

2018秋調査

2018春調査

2017秋調査

2017春調査

2016秋調査

2016春調査

2015秋調査

2015春調査

2014秋調査

2014春調査

2013秋調査

2013春調査

2012秋調査

2012春調査

2011秋調査

2011春調査

2010秋調査

2010春調査

2009秋調査

2019秋調査

2019春調査

2018秋調査

2018春調査

2017秋調査

2017春調査

2016秋調査

2016春調査

2015秋調査

2015春調査

2014秋調査

2014春調査

2013秋調査

2013春調査

2012秋調査

2012春調査

2011秋調査

2011春調査

2010秋調査

2010春調査

2009秋調査

1－8．雇用の過不足状況 （現業職・技術職：過去の調査対比）
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【 製造業 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 非製造業 】 

 

 

 

 

《 参 考 》  技術職における雇用の過不足状況（業種別：過去の調査対比） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0%

0.0%

8.7%

17.4%

30.4%

39.1%

65.2%

56.5%

69.6%

60.9%

26.1%

26.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

技術職

現業職

事務職

管理職

1－9．雇用の過不足状況（製造業）

過剰 適正 不足 その他

1.8%

0.0%

6.9%

11.1%

25.0%

36.8%

73.6%

63.9%

71.4%

63.2%

19.4%

23.6%

1.8%

0.0%

0.0%

1.4%

技術職

現業職

事務職

管理職

1－10．雇用の過不足状況（非製造業）

過剰 適正 不足 その他

1.8%

0.0%

2.8%

0.0%

1.7%

1.9%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

1.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

1.3%

3.1%

4.2%

0.0%

0.0%

0.0%

4.8%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

8.8%

5.1%

2.9%

2.6%

2.6%

2.6%

8.6%

10.0%

過剰, 5.4%

25.0%

25.9%

30.6%

28.6%

21.7%

37.0%

31.3%

35.8%

35.8%

48.5%

43.2%

43.5%

53.2%

58.4%

47.3%

57.7%

51.6%

55.6%

30.4%

22.7%

15.4%

23.8%

33.3%

38.5%

53.3%

23.3%

43.8%

38.2%

48.7%

45.7%

44.7%

56.4%

57.9%

54.3%

52.5%

適正, 40.5%

71.4%

70.7%

62.5%

68.3%

76.7%

53.7%

62.7%

58.2%

62.7%

51.5%

54.3%

53.6%

44.2%

40.3%

51.4%

38.5%

42.2%

36.1%

69.6%

77.3%

84.6%

71.4%

66.7%

61.5%

46.7%

73.3%

56.3%

52.9%

46.2%

51.4%

52.6%

41.0%

39.5%

37.1%

37.5%

不足, 48.6%

1.8%

3.4%

4.2%

3.2%

0.0%

7.4%

6.0%

6.0%

1.5%

0.0%

1.2%

2.9%

2.6%

1.3%

1.4%

2.6%

3.1%

4.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

3.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

その他, 5.4%

2019秋調査

2019春調査

2018秋調査

2018春調査

2017秋調査

2017春調査

2016秋調査

2016春調査

2015秋調査

2015春調査

2014秋調査

2014春調査

2013秋調査

2013春調査

2012秋調査

2012春調査

2011秋調査

2011春調査

2019秋調査

2019春調査

2018秋調査

2018春調査

2017秋調査

2017春調査

2016秋調査

2016春調査

2015秋調査

2015春調査

2014秋調査

2014春調査

2013秋調査

2013春調査

2012秋調査

2012春調査

2011秋調査

2011春調査

1-11．技術職における雇用の過不足状況 （業種別：過去調査対比）
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２．２０２０年の新卒者採用状況 

２０２０年３月の新卒者採用数の対前年比増減について、大卒では前年調査（2018.秋調査 23.9%）   

より 3.8 ポイント増加して 27.7%となった。 

一方、短大・専門学校・高専卒及び高卒においては、「増やす」と答えた企業は前年調査に比べて共に

減少した（「増やす」：[短大・専門学校・高専卒]2018.秋調査 12.4% → 2019.秋調査 9.5%、 [高卒]2018.

秋調査 18.6% → 2019.秋調査 17.0%）。 

 【 大卒 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 短大・専門学校・高専卒 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 高卒 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増やす

27.7%

変わらない

31.9%

減らす

10.6%

未定

29.8%

2-1. 大卒

27.7%

23.9%

22.6%

31.9%

29.9%

24.4%

20.6%

18.7%

24.7%

20.4%

12.7%

17.7%

増やす, 29.0%

31.9%

25.7%

30.2%

32.8%

41.4%

42.5%

52.7%

41.8%

33.3%

34.5%

35.6%

35.5%

変わらない, 

29.0%

10.6%

18.6%

16.0%

8.6%

16.1%

15.7%

9.2%

18.7%

18.5%

27.4%

28.0%

24.2%

減らす, 16.8%

29.8%

31.9%

31.1%

26.7%

12.6%

17.3%

17.6%

20.9%

23.5%

17.7%

23.7%

22.6%

未定, 25.2%

2019.秋調査

2018.秋調査

2017.秋調査

2016.秋調査

2015.秋調査

2014.秋調査

2013.秋調査

2012.秋調査

2011.秋調査

2010.秋調査

2009.秋調査

2008.秋調査

2007.秋調査

2-2. 次年度の新卒者採用状況 （大卒：過去調査対比）

増やす

9.5%

変わら

ない

30.5%

減らす

7.4%

未定

52.6%

2-3. 短大・専門・高専卒

9.5%

12.4%

5.4%

11.5%

23.4%

20.5%

12.1%

10.5%

11.0%

10.3%

5.4%

11.5%

増やす, 12.6%

30.5%

20.4%

34.2%

45.9%

46.8%

53.0%

54.0%

46.8%

47.9%

46.7%

34.2%

45.9%

変わらない, 

45.6%

7.4%

10.6%

25.2%

13.9%

6.5%

8.5%

7.3%

16.9%

12.3%

18.7%

25.2%

13.9%

減らす, 10.7%

52.6%

56.6%

35.1%

28.7%

23.4%

17.9%

26.6%

25.8%

28.8%

24.3%

35.1%

28.7%

未定, 31.1%

2019.秋調査

2018.秋調査

2017.秋調査

2016.秋調査

2015.秋調査

2014.秋調査

2013.秋調査

2012.秋調査

2011.秋調査

2010.秋調査

2009.秋調査

2008.秋調査

2007.秋調査

2-4. 次年度の新卒者採用状況

（短大、専門学校、高専卒：過去調査 対比）

増やす

17.0%

変わら

ない

25.5%

減らす

17.0%

未定

40.4%

2-5. 高卒

17.0%

18.6%

27.9%

13.2%

34.7%

29.8%

18.4%

15.0%

18.7%

18.1%

7.0%

13.2%

増やす, 27.5%

25.5%

23.0%

21.2%

39.7%

41.3%

38.6%

48.8%

41.7%

44.0%

37.1%

33.3%

39.7%

変わらない, 

28.4%

17.0%

20.4%

14.4%

21.5%

9.3%

11.4%

12.0%

20.8%

14.7%

27.6%

28.9%

21.5%

減らす, 14.7%

40.4%

38.1%

36.5%

25.6%

14.7%

20.2%

20.8%

22.5%

22.7%

17.1%

30.7%

25.6%

未定, 29.4%

2019.秋調査

2018.秋調査

2017.秋調査

2016.秋調査

2015.秋調査

2014.秋調査

2013.秋調査

2012.秋調査

2011.秋調査

2010.秋調査

2009.秋調査

2008.秋調査

2007.秋調査

2-6. 次年度の新卒者採用状況

（高卒：過去調査対比）
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【 製造業 】 

【 非製造業 】 

 

３．２０２１年の新卒者採用数の方向性 

２０２１年３月の新卒者採用数の対２０２０年比増減について、現時点では各学歴において「未定」

と回答した企業が圧倒的に多いが、同数以上（「増やす」もしくは「変わらない」）と回答した企業は大

卒において５割を超えている（[大卒]：「増やす」17. 9%  + 「変わらない」35. 8% → 53.7%）。 

 

   

    

   

     

 

増やす

13.8%

変わら

ない

18.4%

減らす

12.6%

未定

55.2%

2-11. 短大・専門・高専卒

増やす

13.6%

変わら

ない

40.9%

減らす

18.2%

未定

27.3%

2-7. 大卒

増やす

4.3%

変わら

ない

39.1%

減らす

4.3%

未定

52.2%

2-8. 短大・専門・高専卒

増やす

13.6%

変わらない

45.5%

減らす

27.3%

未定

13.6%

2-9. 高卒

増やす

31.9%

変わらない

29.2%

減らす

8.3%

未定

30.6%

2-10. 大卒

増やす

11.1%

変わら

ない

27.8%

減らす

8.3%

未定

52.8%

2-11. 短大・専門・高専卒

増やす

18.1%

変わら

ない

19.4%

減らす

13.9%

未定

48.6%

2-12. 高卒

増やす

17.9%

変わらない

35.8%減らす

4.2%

未定

42.1%

2-13. 大卒

増やす

14.9%

変わら

ない

24.5%

減らす

1.1%

未定

59.6%

2-14. 短大・専門・高専卒

増やす

16.8%

変わら

ない

30.5%
減らす

3.2%

未定

49.5%

2-15. 高卒
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■ 賃金 ■ 

１．正規社員の賃金の引き上げ状況 

（１）賃金の引き上げ状況 

   ２０１９年の春季労使交渉結果等を踏まえた正規社員の賃金の引き上げ状況（定期昇給分を含む）につい

て尋ねたところ、「引き上げた」と回答した企業は 96.8%であった。賃金を「引き上げた」企業（96.8%）に

つきその内容を尋ねたところ、最も多かったのは「定期昇給」（79.3%）であり、次いで「ベースアップ」

（37.0%）、「諸手当の改定」（22.8%）であった。 

〇 「その他」（5.4%）の主な内容 

 ・成果に応じた賃金改善（電力・ガス）、人事制度全体の変更（卸・小売）など。 

 

          区    分         社    数         ％ 

賃金を引き上げた  

・定期昇給       

・ベースアップ      

・諸手当の改定    

・賞与・一時金の増額            

・特定層の賃金水準引き上げ 

・その他                   

賃金を引き上げていない     

   ・変わらなかった         

・無回答             

その他                    

９２ 社 

73 社 

34 社 

21 社 

19 社 

11 社 

5 社 

３ 社 

2 社 

1 社 

０ 社 

96.8% 

79.3% 

37.0% 

22.8% 

20.7% 

12.0% 

5.4% 

3.2% 

66.7% 

33.3% 

0.0% 

合     計      ９５ 社  100.0% 

（ 

複 

数 

回 

答 

） 

引き上げた

96.8%

引き上げていない

3.2%

3－1．賃金の引き上げ状況

（正規社員）

96.8%

93.9%

94.4%

94.0%

90.8%

引き上げた, 

88.6%

3.2%

4.4%

5.6%

6.0%

8.3%

引き上げてい

ない, 10.6%

0.0%

1.8%

0.0%

0.0%

その他 , 

0.8%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019.秋調査

2018.秋調査

2017.秋調査

2016.秋調査

2015.秋調査

2014.秋調査

3-2. 賃金の引き上げ状況（正規社員）

79.3%

37.0%

22.8%

20.7%

12.0%

5.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

定期昇給

ベースアップ

諸手当の改定

賞与・一時金の増額

特定層の賃金水準引き上げ

その他

3 - 3. 賃金を引き上げた内容 （正規社員）
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（２）賃金を引き上げた理由 

２０１９年に正規社員の賃金を「引き上げた」と回答した企業（96.8%）につき、「引き上げた」主な理由

は、「従業員の定着・人材確保」が 84.8%と最も多く、次いで「労使関係の安定」（35.9%）、「同業他社の賃

金動向」（26.1%）となっている。 

 

２．非正規社員の賃金の引き上げ状況 

（１）賃金の引き上げ状況 

    非正規社員の賃金の引き上げ状況については、今回の調査において「引き上げた」と回答した企業が   

前年調査を5.8ポイント上回り64.2%となった。（「引き上げた」2018.秋調査58.4% → 2019.秋調査 64.2%） 

（２）賃金を引き上げた理由 

２０１９年に非正規社員の賃金を「引き上げた」と回答した企業（64.2%）につき、「引き上げた」主な 

理由は「非正規社員の定着・人材確保」（60.7%）であり、昨年最も多かった「最低賃金の引き上げ」（57. 4%）

を上回った。 

84.8%

35.9%

26.1%

13.0%

9.8%

4.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従業員の定着・人材確保

労使関係の安定

同業他社の賃金動向

業績回復の還元

昨年の妥結実績

その他

3－4．賃金を引き上げた理由 （正規社員）
【複数回答】

引き上げた

64.2%

引き上げ

ていない

23.2%

非正規社

員はいな

い

8.4%

その他

4.2%

3-5．賃金の引き上げ状況

（非正規社員）

64.2%

58.4%

56.6%

41.9%

38.3%

引き上げた, 

43.2%

23.2%

31.9%

30.2%

42.7%

40.8%

引き上げてい

ない, 43.2%

8.4%

5.3%

8.5%

9.4%

9.2%

非正規社員は

いない, 6.8%

4.2%

4.4%

4.7%

6.0%

11.7%

その他 , 

6.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019.秋調査

2018.秋調査

2017.秋調査

2016.秋調査

2015.秋調査

2014.秋調査

3-6. 賃金の引き上げ状況（非正規社員）

60.7%

57.4%

19.7%

8.2%

4.9%

0% 20% 40% 60% 80%

非正規社員の定着・人材確保

最低賃金の引き上げ

同業他社の賃金動向

業績回復の還元

その他

3－7．賃金を引き上げた理由 （非正規社員） 【複数回答】
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３．今後望ましい賃金決定のあり方 

今後望ましい賃金決定のあり方については、今回、「定昇を中心とし、必要があればベア」とする企業が

４割（39.1%）を占め最も多かった。一方、これまで多かった「定昇のみとし、成果や業績はベアではなく

賞与に反映させていくべき」とする企業は 33.7%へ減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《 参 考 》 今後望ましい賃金決定のあり方（過去の調査対比） 

定昇＋ベア方式

9.8%

定昇を中心と

し、必要があれ

ばベアを行う

39.1%定昇のみとし、

成果や業績はベ

アでなく賞与に

反映

33.7%

定昇制度を見直

しまたは廃止

し、降給を含め

た成果や業績に

よる賃金決定

12.0%

その他

5.4%

３－８. 今後望ましい賃金決定の在り方

9.8%

12.4%

10.5%

9.7%

5.0%

3.8%

3.8%

4.0%

3.4%

8.0%

5.3%

10.1%

6.9%

定昇＋ベア方式, 3.8%

39.1%

30.1%

32.4%

38.9%

35.0%

33.8%

31.5%

23.4%

29.1%

16.1%

21.2%

21.8%

25.5%

定昇を中心、必要があれ

ばベア, 12.5%

33.7%

38.1%

46.7%

39.8%

41.7%

50.0%

43.1%

50.0%

47.0%

53.6%

52.2%

34.5%

39.2%

定昇のみ（成果や業績は

ベアでなく賞与に反映）, 

57.5%

12.0%

13.3%

4.8%

7.1%

11.7%

4.6%

14.6%

17.7%

18.8%

18.8%

15.9%

31.1%

26.5%

定昇制度を見直または廃

止し、降給を含めた成果

や業績による賃金決定, 

18.8%

5.4%

6.2%

5.7%

4.4%

6.7%

7.7%

6.9%

4.8%

1.7%

3.6%

5.3%

2.5%

2.0%

その他, 7.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019.秋調査

2018.秋調査

2017.秋調査

2016.秋調査

2015.秋調査

2014.秋調査

2013.秋調査

2012.秋調査

2011.秋調査

2010.秋調査

2009.秋調査

2008.秋調査

2007.秋調査

2006.秋調査

３－９. 今後望ましい賃金決定の在り方（過去の調査対比）
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■ 働き方改革関連法（時間外労働の上限規制等）への対応状況について ■ 

１．時間外労働の上限規制 

  労働基準法の改正により、時間外労働の上限を設定 
１.原則月 45時間・年 360時間 
２.臨時的な特別の事情がある場合(特別条項）でも年 720時間、月 100時間未満、複数月平均 80時間 

施行時期 → 大企業：2019年 4月～、中小企業：2020年 4月～、建設事業等：2024年 4月～ 

（１）大企業の対応状況 

     2019 年 4 月から施行となった大企業の対応状況は、今回「３６協定等を見直して対応した」企業は

55.6%であり、「新たに対応はしていない（以前から法改正の内容を満たしているため）」企業は 44.4%で

あった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）中小企業及び建設事業等に該当する適用猶予企業の対応状況 

一方、中小企業（2020 年 4 月から施行）および建設事業等（2024 年 4 月から施行）の対応状況につい

ては、「すでに法改正の内容を満たしている」と回答した企業が半数の 50.8%であり、「取り組み内容を固

めて、準備を進めている」（16.9%）と併せて約 3 分の 2 の 67.7%の企業が対応済または目途が立ってい

る状況であった。 

 

 

 

 

 

          

 

 

 

 

 

 

 

３６協定等を見直

して対応した

55.6%

新たに対応はしてい

ない（以前から法改

正の内容を満たして

いるため）

44.4%

4 - 1. 大企業の対応状況

すでに改正法の内

容を満たしている

50.8%

取り組み内容を固めて、

準備を進めている

16.9%

取り組み内容を

検討中

32.2%

4 - 2. 中小企業及び建設事業等に該当する

適用猶予企業の対応状況
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２．勤務間インターバル制度 

  就業規則等において、終業から次の始業までの休息時間を確保する。努力義務:2019年 4月～  

現時点で「導入している」企業は、僅かに 5.3%であった。「導入していない」企業（94.7%）につき    

今後の予定について尋ねたところ、「検討している」（12.4%）および「今後検討する」（24.7%）と回答し

た企業は、前回調査（2017.春調査）と比べて 26.8 ポイント増加し 37.1%となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．中小企業における月６０時間超の時間外労働に対する割増賃金率（５０％以上）の猶予措置廃止 

 月 60時間超の時間外労働に対する割増賃金率（50%以上）の適用猶予措置廃止（2023年 4月～） 

   施行は 2023 年 4 月であるが、「対応済（すでに割増率は 50%以上である）」と答えた企業は 25.4.%で

あった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

導入している

5.3%

導入していない

94.7%

4 - 3．勤務間インターバル制度の導入

検討している,

12.4%

3.4%

今後検討する, 24.7%

6.9%

未定（含む回答なし）, 

62.9%

89.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019秋調査

2017春調査

4 - 4．勤務間インターバル制度を導入していない企業の検討状況

計１０.３％

計３７.１％

対応済（すでに割増

率は50％以上）

25.4%

2023年4月1日より前

に対応予定

3.4%
2023年4月1日か

ら対応予定

50.8%

未定

20.3%

4 - 5. 中小企業の対応状況
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４．労働時間の状況の把握の実効性確保 

  すべての人の労働時間の状況を客観的に把握するよう義務づける（2019年 4月～） 

「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン」（平成29年1月20日）

においては、客観的な方法として、「タイムカード」「IC カード」「パソコンの使用時間」の記録が例とし

て挙がっている。今回の調査では、「自己申告」が最も多く約 4 割（39.1%～42.9%）を占めており、客観

的な方法では、「タイムカード」（21.7%～30.1%）、「IC カード」（18.3%～30.4%）、「パソコンの使用時間」

（13.0%～26.4%）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 

25.8%

30.1%

18.3%

24.7%

40.9%

15.1%

15.4%

28.6%

18.7%

26.4%

42.9%

12.1%

8.7%

21.7%

30.4%

13.0%

39.1%

8.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

使用者が現認

タイムカード

ICカード

パソコンの使用時間

自己申告

その他

4 - 6．労働時間の管理方法

一般社員

管理監督者

裁量労働制適用者

【複数回答】


